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はじめに
2015年3月に宮城県仙台市で開催された第3回
国連防災世界会議では，成果文書として Sendai
FrameworkforDisasterRiskReduction2015
2030が採択された。そこには，復旧再建復興
における ・より良い復興（BuildBackBetter）・（注1）
を行うことや，・災害により著しく影響を受けた人々
とりわけ最貧困層に対して特段の注意を払った，包
摂的参加可能で差別のない参画と能力強化が必要
である。性別年齢障害の有無文化的側面が，
全ての政策と実践において取り入れられるべきであ
り，また女性と若者のリーダーシップが促進される
べきである。・と明記されている（文献1）。これら
を実社会で実行性のあるものにするためには，過去
の経験の検証と情報共有および実社会に反映させる
ための具体的な仕組みづくりが必要である。
2011年3月11日に東日本大震災が発生してから
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AsofJanuary2016,thereare178,000evacueesforcedtoleavetheirhomesbytheGreat
EastJapanEarthquake（GEJE）and65,704temporaryprefabricatedhousingunits.Withintwo
orthreeyearsofboththeHanshinAwajiandChuetsuEarthquakesanincrementalgrowthin
thesuiciderateamongdisasterwasobserved.Inanefforttodeterminethecauseforthiswe
interviewedtwentyoftheelderlypeoplewhowereevacuatedaftertheGEJE.
Thesubjectswere20peopleover65yearsoldwhohavebeenlivingintemporaryhousing
for3years.Theywereinterviewedinpersonusingasemi-structuredquestionnairein2014.
Mostoftheparticipantshadbeenengagedinagricultureorfisheryandhadexperiencedthe
suddenlossoffamilymembers,friends,andpropertyintheaftermathoftheGEJE.
Findingsindicatethatindividualswhohadlessemotionalandfinancialsupporthad
experiencedgreaterfeelingofsadness,socialisolation,andsuicidalthoughts.Theyhadbeen
stronglyaffectedbyeconomicinsecuritywhichaggravatestherisksforsocialisolationand
psychologicaldistress.Thedestructionofthelocaleconomyfurtherexacerbatedthevulnerable
situationoftheolderadults.Thefindingsalsosuggestthatthe・SendaiFrameworkfor
DisasterRiskReduction2015-2030・and・BuildBackBetter・plansforreconstructionand
recoveryneedtobecustomizedtobetteraddressthesituationoftheolderadultsandreduce
theriskthattheywilcommitsuicide.
Keywords:disaster（災害），temporaryhousing（仮設住宅），socialisolation（社会的孤立），
mentalhealth（精神保健），elderlypeople（高齢者）
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5年が経過した現在，避難生活者数は17万8000人，
仮設住宅入居戸数は6万5704戸と報告されている
（復興庁，2016年1月時点）。
1995年1月17日に発生した阪神淡路大震災後は，
仮設住宅での生活が長期化した際の様々な問題が指
摘され，特に高齢者における慢性疾患の増悪や社会
的孤立，自殺，孤独死が社会的注目を集めた。阪神
淡路大震災後の自殺率は，震災直後の2年間は減少
傾向にあったが，3年目に入ってから増加した（文
献2）。東日本大震災の被災地においても同様の傾
向が報告されてきている（文献3,4）。被災後に住居
に住み続けることが困難になった場合，自力での生
活再建が可能な住民は自らの資力で住宅を得るとい
う選択肢があったが，被災した高齢者の多くは避難
所（注2），仮設住宅（注3），復興住宅（注4）の順番で生
活の場を移すこととなった。避難所における生活は
概ね数か月，仮設住宅における生活は最短でも約2
年と長期に及び，自治体によっては仮設住宅の設置
期間を7年間に延長した所もある。
東日本大震災で被災した地域の多くは，農業や漁
業などの第一次産業を生業にしている世帯が多く，
また，広い敷地面積を持つ一戸建て住宅に三世代で
同居していた世帯も多かった。そのため，震災によ
って家族と家屋と仕事を同時期に喪失した場合には，
震災前とは全く異なる生活を始めることになった。
仮設住宅で暮らす住民の健康問題に関しては，生
活習慣病や心血管系疾患，呼吸器系疾患，メンタル
ヘルス等の疾患に着目した調査が数多く実施されて
きた（文献58）。その一方で，阪神淡路大震災後に
指摘された，高齢者の社会的孤立や孤独死にがる
生活状況の全体像に関する研究は極めて限られてい
る。外出頻度や近所づきあい等に関する質問項目を
組み込むことによって生活状況の全体像に迫ろうと
した調査もあった（文献911）。しかし，定量的な
分析手法だけを用いた調査では，住民が語る生活上
の様々な課題をデータとして蓄積し，仮設住宅の環
境改善に反映することは困難であった。
仮設住宅における生活では，震災前のコミュニテ
ィを保ったまま入居した場合の方が，震災前のコミ
ュニティから切り離されて入居した場合に比べて周
囲からの心理面および物質面でのサポートを受けや
すいことが指摘されている（文献 12）。しかし，
2013年に実施された被災自治体の実務担当者らを
対象としたインタビュー調査では，震災後に活用で
きる社会資源が各地域の被害規模によって多様であ
ったため，仮設住宅入居者全員を震災前のコミュニ
ティを保ったまま入居させることは，実務上極めて
困難であったことも示された（文献13）。そのため，
長期化する仮設住宅生活においては，社会的孤立お
よび孤独死等の防止の観点から，震災前のコミュニ
ティを維持することのみを重視するのではなく，仮
設住宅入居後に新しいコミュニティを形成していく
ことも重要と考えられた。筆者らは仮設住宅で生活
を続ける高齢者の生活状況を包括的に把握すると共
に，新しいコミュニティ形成の促進に必要な要因を
探ることが必要と考え，仮設住宅で暮らしている高
齢者の生活状況全般の把握および，社会的孤立自
殺に関連する状況の探索を目的としてインタビュー
調査を実施した。
方 法
1.インタビューの対象者
東日本大震災後，X市のY仮設住宅で生活を続
けている65歳以上の高齢者20名を対象とした。
（2014年5月と6月に，Y仮設住宅で活動をしている社
会福祉協議会職員およびY仮設住宅の自治会長や住民に
対してヒアリングを行った。その際，インタビューの趣
旨に同意いただけた20名の高齢者を紹介していただいた。）
2.インタビューの実施期間
2014年10月から12月にかけて本調査を実施し
た。
3.インタビューの実際
インタビューは，仮設住宅エリアに設置されてい
る集会場の個室または対象者の自宅で行った。イン
タビュー開始前にインフォームドコンセントを得，
会話内容はインタビュー対象者の了解を得て録音し
た。インタビューは半構造化した設問で，インタビ
ューガイド（表1）に沿って実施した。
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4.分析方法
インタビューの録音内容は，外部業者にテープ起
こしを委託して文章化した。文章ごとにコード化し，
カテゴリーに分類した上で特性を検討した。増野は，
インタビュー実施本論作成にあたってのデータ整
理とコード化文章の構成と執筆を行った。大塚は，
研究計画立案インタビュー調査実施にあたっての
マネジメントインタビュー実施本論の構成と内
容に関するアドバイスを行った。
5.倫理的な配慮
本調査は，東京都健康長寿医療センター研究所の
倫理委員会の承認を得て実施した。インタビューは
個室または対象者の自宅で実施し，プライバシーが
保てるよう配慮した。本文中に発言内容を記載する
際は，個人が特定できないように留意した。
結 果
合計20名の高齢者に実施した。平均年齢は80歳
（最年少71歳～最年長86歳），男性6名女性14名で
あった。一人あたりのインタビュー時間合計は約
30分から120分であった。文章化したインタビュ
ー内容から抽出したカテゴリーを，時系列ごとに分
類した。時系列は，震災発生直後，避難生活中，仮
設住宅入居後の3つに大分された。対象者が語った
言葉は「 」を使って記述し，特に心情に関する内
容では，発言内容のニュアンスを変えないために，
語られた言葉はなるべくそのまま用いた。
1.震災発生直後の状況
11.避難の状況
避難を開始したきっかけは，家族近所の人消
防団の人の声掛けであった。移動手段は，家族や近
所の人の車に乗せてもらった人が多かった。外出先
で近くに居合わせた人の車に乗せてもらった人も数
名いた。
家ごと津波に流されたり，徒歩で避難中に津波に
流されたりした人からは，驚愕や恐怖と共に，自分
だけが助かって申し訳ないという気持ちが語られた。
「逃げろと教えてくれた消防の人は亡くなった。」
「みんな命をなくした人たちがいるんだけれども，
自分の家族だけ丈夫でいたというのはこれは本当申
し訳ないですね。だけんども，この災難だから，何
ともねえ。その時の気持ちといったら，何て言った
らいいか，涙はぼろぼろ出けて，本当に今でも思い
出します，本当にね。」「老人ホームから車椅子や徒
歩で逃げてきた高齢者たちが，津波で全員流された。
薄着で，タオルケット一枚だった。自分たちにはど
うしようもなかった。」等の発言があった。
12.避難先の選択
津波から避難する際は，どこに避難をするかを各
自で判断することになった。「自治体指定の避難所
の高さが高くないから，そこには行かないことにし
た。」「指定されていた避難所に行った人が流された
と聞いた。自分たちもそこに行っていたら駄目だっ
たかもしれない。」等の発言が聞かれた。
2.避難生活における状況
21.震災前後での生活の変化
自治体指定の避難所に避難した場合と，被害が少
なかった地域の親族宅に避難した場合に大分された。
自治体指定の避難所に避難した場合でも，車中で
寝泊まりをしたり親族や知人宅で入浴させてもらう
などして過ごしたと答えた人がいた。親族宅に避難
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表1.インタビューガイド
1.被災後の生活での困りごとは何でしたか。
2.そのための支援で役立ったものは何ですか。
また役立たなかったものは何ですか。どのような人間関係が役立った（心地よかった）ですか。
3.自治体の対応はどうでしたか。満足できるものでしたか。満足できない場合はどうあればいいと思いましたか。
4.現在の生きがい（楽しみ，生活のハリ）は何ですか。そういったものを促進するものは何ですか。
5.ボランティアや支援に入ったNPOについて，どのような思いがありますか。
した場合は，一か所に留まることもあれば複数の親
族宅に順番に身を寄せていることもあった。
22.自治体指定の避難所における状況
自治体指定の避難所に避難した場合には，メリッ
トとして支援物資が手に入りやすいことがあった。
元のコミュニティごとにまとまっていた場合が多く，
当番表を作って炊き出しをしたりした。夜は狭い空
間に大人数が一緒に寝ることになり，じゅうぶんな
睡眠がとれなかった。体調を崩す人も多く，インフ
ルエンザが流行った場所もあった。避難所周辺に駐
車した自家用車の中で寝泊まりをした者もいた。ま
た，病気の家族の看病をしながら避難生活をしてい
るうちに，自分が体調を崩して病院に搬送された人
もいた。
いったん自治体指定の避難所に行ったものの，混
雑等の理由で場所を移して避難生活を続けた人から
は，「支援物資をもらいに行ったら，避難所を出て
行った人にはあげられないと言われた。」「自治体指
定の避難所から出た人には，NPOの支援やイベン
トなどの恩恵がなかった。」との発言があった。
23.自治体指定の避難所における指導的立場の人
の状況
避難所の運営や支援物資の分配に関わっていた複
数の人からは，「できるだけ全世帯に平等に配布で
きるように交渉していた。」「立場上，町内会の分と
して公民館の方に物資が来ているので，声を上げて
もらわないと気配り目配りができなかった。」「公民
館や避難所を回って情報交換をしていた。」との発
言があった。
24.親族宅に避難した際の状況
被害が少なかった地域に親族がいた場合には，親
族宅に身を寄せたケースが多かった。大きな問題も
なく生活することができた人がいた一方で，ストレ
スを感じたり，迷惑をかけたくないと思うようにな
って居づらくなったと話す人が多かった。避難先の
負担を減らすために，短期間に数か所の親族宅を移
動して生活していた人もいた。
3.仮設住宅における状況
X市においては仮設住宅に入居する際，抽選では
なく震災前に居住していた地域ごとに入居させてい
た。Y仮設住宅においても同様であったが，同一
地域から来た世帯数と仮設住宅の一棟における戸数
との兼ね合い等で，同じY仮設住宅内においても，
区画によっては様々な地域から来た住民が混在して
入居することもあった。
31.震災前のコミュニティごとに入居した場合
震災前のコミュニティを保って入居した人は，震
災前から知っている人と近所になったことを概ね好
意的に受け止めていた。「震災前の隣組の人がみん
ないるから，全然知らない人がいなくて，それがい
い。」「震災前からの付き合いがあった人と，仮設住
宅に来てからいっそう仲良くなった。」「周りが震災
前からの顔見知りで，家族が亡くなった時のお葬式
とか助けてもらった。」「介護中の困りごとの相談を
することができて支えになった。」等の発言が聞か
れ，心理面でのサポートの授受や近隣に対する信頼
感が維持されていたことがうかがえた。
一方で，震災前のコミュニティを保って入居した
ことが必ずしも好ましくなかったと感じているケー
スもあった。「一番仲が悪かった人が隣になった。」
「震災前の近所の人が多いけど，挨拶くらいしかし
ない関係。見ず知らずの人よりはいいけれど，近所
だったからといってすごく［仲が］良いわけでもな
い。」「役所の人は，もともとの近所同士でまとまっ
ているからいいと思っているみたいだが，そうでも
ない。」等の発言があった。
32.震災前のコミュニティを保たず入居した場合
震災前のコミュニティを保たずに入居した人から
は，孤独や居心地の悪さを感じていたという趣旨の
発言が聞かれた。「もともと知らない人なので，あ
まり話さなかった。」「介護やお葬式とかの相談もし
なかった。」等，交流が少なかったことがうかがえ
た。
33.集会場の役割に関して
今回のインタビュー対象者が住んでいる仮設住宅
エリア内に設置されている集会場は，数十人が集ま
って軽い運動ができるくらいの広さがあり，住民が
集まってラジオ体操やお茶会等の交流を図ることが
できる。社会福祉協議会やボランティアスタッフに
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よりイベントが開催されることもある。また，仮設
住宅の住民が製作した手芸品や，各地から寄せられ
た色紙や折鶴等が飾ってあり，いつでも利用できる
公共のスペースとなっている。
ボランティアスタッフや支援員に関しては，「食
べ物のこととか，お世話になった。」「ボランティア
や支援員の人は，よく接しているから，自分のこと
を分かってくれている。一番頼りやすい。」「独り暮
らしで周りに知り合いもいなくて，体調を崩した時
にボランティアや支援員の人が来てくれるのが支え
になった。」「誰にも話せない悩みなんかを話すこと
ができた。」等の発言が聞かれた。
この集会場が，仮設住宅の住民同士の親睦を図る
場所として役立っていると評価する発言が多かった。
震災前からの知り合いだけでなく，新しい友人がで
きるきっかけにもなっており，「集会所のイベント
は楽しい。」「新しいお友達もできた。皆さん経験豊
富で。みんなのおかげで私も明るくなったんです。」
「仮設住宅に移ってから，集会所で話したりお茶会
で話しているうちに新しい人と仲良くなった。」等，
積極的な理由で集会所に来ていると考えられる発言
が多く聞かれた。利用者のなかには「独りで家にい
ると色々と考え込んでしまって駄目だから集会所に
きています。」「家族が亡くなって寂しいから。」の
ように消極的な理由と考えられる発言も見られた。
一方で，集会所に関する様々な意見や要望も挙げ
られていた。その内容は，集会所に行くつもりはな
い集会所に行きたいが行きづらい集会所に行っ
ていたが行きづらくなった，に分けられた。実際の
発言内容としては，「人の輪の中に入っていくのが
好きではない。」「独りでいる方が気楽で，みんなに
合わせる方がストレスになる。」「集会所のイベント
は，女性向けばかり多いので，趣味が合う男同士の
付き合いがあるといい。」「最初の段階から男性も入
りやすい形式にしてほしい。」「集会所に集まるメン
バーが決まっていて，悪口などがあるなどの理由で
入ってこれない人もいる。」「干渉したり詮索したり
するのが好きな人がいて嫌だった。」「集会所は，人
間関係がよければいいけれど，そうでないと気苦労
がある。」「震災後約2年間は頑張れたけれど，3年
目からしんどくなってきた。」「仮設は2年が限界。
それまでの良好な人間関係が変わって，言いたいこ
とを言い合うようになった。」等であった。
34.日常生活における楽しみ
性別により，日常生活における楽しみの内容に違
いが見られた。頻度順に女性からは，集会所でのお
茶会やイベント，ボランティアとの交流，新しい知
り合いをつくる事，孫に会う事，料理，裁縫，作品
制作，内職，園芸等が挙げられた。男性からは，園
芸，孫に会う事，デイサービス，パソコン，パチン
コ，飲酒，配偶者の料理，楽しみはない，等の回答
が挙げられた。女性の方が，他者との交流に楽しみ
を見出している傾向が見られた。
35.同居している家族内の問題
健康問題，子供世代との同居関連，家族の態度
暴力等の問題が挙げられた。
健康問題に関しては，「配偶者が体を壊して，そ
の分自分が動いたから体がしんどい。」「家族が病気
をしているが，震災後に病院に行けなくなった。往
診も頼めない。」「配偶者も自分も体調が悪いので，
周りに迷惑をかけないか不安。」等，病気に伴う生
活の変化や，周囲への配慮に関する発言が多かった。
子供世代との同居関連に関しては，「仮設住宅だ
と，子供たちに遠慮する。」「お嫁さんは優しいけれ
ど，娘がきつくて気を使う。」「老いては子に従えと
いうけれど，私がこらえればケンカにならない。」
「病気をしたら，若い人たちを避けた方がかえって
利口かなと思う。子供や孫と一緒に生活するのも大
変。夫婦2人の方が気楽。」等，狭い空間での同居
生活の難しさが挙げられた。
家族の態度暴力に関しては，「震災から1年後
くらいに，病気もあってイライラした配偶者が自分
に当たってきた。」「子供が病気になり，自分に当た
ってくる。」「自分が外出すると配偶者が荒れるので，
外出できない。」「暴力のことは身近な人に相談でき
ない。」等の発言があった。
4.復興住宅への移転に向けて
震災後2年目頃から復興住宅の建設が始まり，仮
設住宅から転出する見通しが立つ者が出てきた。そ
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の一方で，震災前に居住していた土地に戻りたいと
希望し続けているものの，状況が進捗しない人もい
た。今回の調査においては，仮設住宅から転居する
先の目途が立った人と，そうでない人の発言内容に
大きな隔たりが見られた。
41.転居先の目途が立った者
新しい生活に期待を寄せる発言が多かった。また，
「仮設住宅内の友人と離れるのが寂しい。」「イベン
トがある時は仮設住宅内の集会所に戻ってくる。」
「公営住宅に移る時に抽選でバラバラになってしま
うが，仮設住宅の仲間と一緒ならよかった。」等の，
仮設住宅における人間関係を肯定的に捉えている発
言が多く聞かれた（20人中7人）。
42.転居先の目途が立っていない者
震災前の地域に戻りたいが戻れない者と，復興住
宅に入りたいが場所が見つからない者がいた。震災
前の地域に戻って住むためには，資金面での用意に
加えて地域住民の意思統一が必要であるため，なか
なか進捗しない状況に対する不安や失望感が強かっ
た。また，早期に仮設住宅を転出した者と自分の状
況を比較して悲観する発言があった（20人中4人）。
43.今後のコミュニティづくり
震災前から地域活動に参加していた人たちからは，
復興住宅に移転した後のコミュニティづくりの構想
や，活動に対する支援の必要性に関する発言があっ
た。
「阪神淡路の例を見ても，年寄りだけを集合住宅
に住まわせたらものすごい欠点があった。高齢化が
どんどん加速していって，何と言うの，集合住宅自
体が墓場になってしまったということがあった。」
「年寄りをとにかく独りにさせないという配慮があ
るような集合住宅を造ったらどうですか。」「20代か
ら80代ぐらいの人が同居するような集合住宅で，
住民が顔を合わせて会話できる共同作業する場所が
あるような設計を提案している。」「復興住宅に移っ
た後，どういう自治会にしていくのかとかどういう
組織にもっていくのかという打ち合わせが始まった
ばかり。」「誰かがやらなければならないからやる。
活動の幅が広くて忙しい。行政からの支援があると
いいのだが。」等の内容が挙げられた。
5.その他，時系列で分類できなかった項目
51.喪失体験について①（親しい人の死）
インタビュー対象者の大部分が，津波あるいは避
難生活や仮設住宅での生活の中で家族や親しい友人
の死を経験していた。津波で家族を亡くした場合は
一度に何人も失ったため，喪失感が大きかった。仮
設住宅に入居するまでの避難生活中に子供を亡くし
たと話した人が2人おり，共に「自分たちが身を寄
せたことがストレスになって子供の命を縮めてしま
った。」と，自責の念のうかがえる発言をした。
仮設住宅に入居してから家族を亡くした人（20人
中4人）は，介護中や葬儀の際に周りの人に頼るこ
とができた場合と自分だけで抱え込んでしまった場
合に大分することができた。震災前から知っている
人が仮設住宅でも近所に住んでいた場合は，相談事
ができて支えになっていた。
一方で，周りに知っている人が住んでいなかった
り，行政に相談することもできなかった場合には，
物に当たってしまったり（20人中2人），自死を考
えたりすることもあったと話す人がいた（20人中3
人）。
しかしながら，家族を亡くしたと話した人は，一
様に「切り替えが大事だと思う。」「亡くなった家族
の分も一生懸命生きようと思った。」等の発言をし
ていた。その際に拠り所になるのが，仮設住宅の中
に設けられた集会所を拠点に開催されるイベントや，
それによって新しい友人ができることだと話した人
がいた（20人中5人）。
52.喪失体験について②（仕事役割の喪失）
今回調査を行った仮設住宅は，震災前には農業や
漁業で生計を立てている地域から移ってきた人が大
部分であったため，震災前は高齢であっても仕事を
したり，広い敷地面積を持つ家庭内における役割を
多く担っていた。しかし震災後は仕事や家庭での役
割を失った。
「瓦礫拾いのお手伝いなど，何もできなくて申し
訳ない。」「落ち着いたら，避難先で何もせずにいる
ことがしんどかった。」等の罪悪感自尊感情の低
下をうかがわせる発言があった（20人中5人）。
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53.喪失体験について③（家屋財産の喪失）
大部分の対象者が家屋や財産を喪失しており，
「津波で家も工場も流された。元の場所には住んで
いけないことになってしまった。」「家は危険区域に
指定されたので，もう住めない。」「家も庭木も，何
十年もかけて作り上げたものが全てなくなった。」
等の発言が聞かれた（20人中14人）。
54.不平等感について
震災前に就いていた職種や加入していた組合の違
い，土地の所有状況等によって，同じ仮設住宅に移
った後の生活にも差があった。また，危険区域の設
定および立ち退きの際の補償金に関しては自治体に
対して不満を持っている意見が聞かれた（20人中5
人）。
「瓦礫拾いで高い日当をもらっていた人たちがい
る。自分は混ぜてもらえなかった。」「最初はみんな
で集団移転しようと張り切っていたが，土地を持っ
ていた人たちは土地が売れたらよそに家を購入し，
いなくなってしまった。」「カジノ建設計画が持ち上
がった時期に，土地を持っていた人たちだけが盛り
上がっていた。」「被災前の住所や職業によって，次
に住む土地も決められている。自分はいい場所に住
めない。」「お金がある人と差がつけられていると感
じる。」「仮設住宅の中でも，貧富の差や習慣の違い
があって，いつももらいっぱなしだと嫌な思いをす
る人もいる。」「仮設住宅から戸建ての家に転出する
ことが決まった人をひがむようになった。」「経済的
な格差を感じてギクシャクするようになった。」「行
政が支払う補償金に関して，納得がいかない部分が
ある。早々に被災家屋を壊した住民と，壊さないこ
とにした住民がいて，補償金をもらえない人ともら
える人がいる。」「危険地域と指定された地域に住み
続ける人には莫大な補償金が出た。自治体の対応を
恨みに思っている住民もいる。」「補償金をたくさん
もらった住民は，集団移転の中に加わりにくい雰囲
気がある。」「何となく金があると金がない格差が出
たわけよね。」「前はみんな同じ苦労でみんな支えが
あったから，みんなして頑張ってやりましょうって
言って集まってたのよ。だんだんだんだん，2年目
の半ばか辺りか3年目から，もう今度，ばらばらに
なった。金がある人は新しい家建てて。」また，他
の自治体や別の仮設住宅エリアとの比較をし，復興
住宅への転居が早く決まったことを羨む発言も聞か
れた。
55.経済的な状況について
経済的な基盤を持っている子供がいる人や震災前
に所有していた土地などが売却できた人などでは，
時間の経過と共に経済的に安定してきたと感じてい
た（20人中5人）。一方，病気で通院中の人や年金
支給対象外の人は経済的な不安を抱えていた（20人
中5人）。
経済状況が安定してきたと感じていた人たちから
は，「農地を貸して収入を得ることができる。それ
で収入が安定してきた。」「年金もらってるくらいだ
けども，何とか暮らせることは暮らせる。」のよう
に，日常生活を送ることに支障がない旨の発言が聞
かれた。
一方，経済状況が不安定な人たちは，日常生活や
将来の見通しに関して悲観的であった。「自分たち
は高齢者だから，医療費が困る。自営業だったから
年金がない。」「年金暮らしで，お金もなくて，今日
は1回もごはんを食べなかった。」「医療費が一番問
題だよ。病院に行けなくなった。」「収入もない，貯
金もない。」「次に住むところが決まるまででも，医
療費を免除してもらえないか。」「家族一緒に住むに
は家賃が高くて難しい。独りで暮らさざるをえない。」
等の発言が見られた。
56.社会的孤立自殺に関して
大部分の人は，震災前後で生活状況が急激に変化
した。それに伴う孤独，孤立，自殺に関する発言が
多数見られた。
孤独に関しては，「3世代で住んでいたが，家が
全壊して，家族が流されて，それ以降は独りで暮し
ている。」「避難所にいるときは早く仮設に入りたか
ったが，仮設住宅に入ったら独り暮らしだから寂し
い。」「人前に出るのが嫌だったり，性格的なものだ
ったり。ここにいてもずっと独りでいる。孤独死は
永遠のテーマ。」「家族も親しかった友人も亡くなっ
た。話し相手もいない。」等があった。
孤立に関しては，「新しい場所で仲間を作るって
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いっても，言葉も違うから難しい。」「男性は，外で
仕事してて地域とのがり薄いから，仮設で仕事も
ないとパチンコ行ったりお酒飲んでる。」「震災前，
地域との関係はそんなに密接ではなかった。」「男性
同士だと，仮設住宅の住まいを行き来することはほ
とんどない。」「震災前からの付き合いがないと，特
に男性は周りに入っていけない。」「周りは知らない
人ばかりなので，色々うわさをされてしまいそうで
誰にも相談しなかった。」等が挙げられる。
自殺に関しては，「いなくなったペットと一緒に
あの世へ行った方がよかったと思うこともある。」
「誰に相談したらいいか分からなくて，死のうかと
思ったこともある。」「もし子供も孫も死んでしまっ
ていたら，自分も死のうと思った。」「夫婦で薬飲ん
で死のうかと話したこともある。」等の発言があった。
考 察
分析から得られた結果について，仮設住宅の状況
や先行文献の知見を併せて考察を加えた。
1.経時的な変化
今回の調査では，震災後2年目を過ぎた頃から仮
設住宅における人間関係の変化を感じたとする発言
が多かった。そのきっかけとしては，復興住宅への
移転が始まったことによる経済的な格差の実感が推
測される。先行研究では，阪神淡路大震災後3年目
以降に自殺率の増加傾向が見られたことや，被災の
数年後に経済基盤の喪失や子供世代の都市部への移
住が自殺の引き金になる可能性が指摘されている
（文献 2,4）。また，高齢者における日常生活動作
（ActivityofDailyLife:ADL（注5））の悪化に関する
先行研究では，震災後3年の時点では被災した地域
に住んでいた者でADLが有意に悪化しており，特
に沿岸部に住んでいた者でその傾向が顕著であった
ことが報告されている（文献14）。被災から3年後
の鬱症状に関する先行研究では，家屋や仕事や継続
的な医療を受けられる環境が喪失したことは，持続
する鬱症状と関連があることが示されている。一方
で家族や友人を亡くした経験からは癒えつつあるこ
とが報告されている（文献15）。
本調査の対象となった仮設住宅には，漁業に従事
していた地域と，農業に従事していた地域に住んで
いた人々が共に移り住んでいた。即ち，漁船や漁港
などを流されてしまったために元の生活を再建する
ことが極めて困難な人と，農地が売却できれば経済
的に安定する人が共に生活していたことになる。な
お，本調査を実施したY仮設住宅があるX市では，
比較的早期に仮設住宅から復興住宅への移行が進ん
でおり，本インタビュー実施時において，対象者の
一部は，仮設住宅から復興住宅への転居が具体的化
していた。そのため経済的な基盤の違いが顕在化し，
格差を感じやすい状況に陥った可能性があると考え
られた。このような時期に特化した経済的心理的
な支援が重要である。
2.新しいコミュニティ形成の促進に必要な要因
災害とコミュニティの関連に関する先行研究は国
内外で多数発表されている。地域活動に積極的に関
わっている女性では，災害関連情報に従う意思や避
難する意思が強く，災害に関する災害発生時の避難
準備が整っている傾向があることが示されている
（文献16）。社会的孤立を防ぐことが心理的ストレス
の出現や悪化を防ぐことも示されている（文献17,
18）。また，社会的な支援の受領や地域活動への参
加は，避難生活中の心理的ストレスに予防的にはた
らくことも報告されている（文献19）。同時に，交
通や建造環境のようなハード面のみならず，社会的
支援の必要性も指摘されている（文献19）。
本調査においても，大震災発災直後から復興住宅
への移転を見据えた時期までの各フェーズそれぞれ
において，家族友人地域との関係性の重要性が
示された。コミュニティ形成に関しては，集会所が
一定の役割を果たしていることが示された一方で，
必ずしも全ての人が地域活動に積極的というわけで
はないことも示された。
被災地の集会所に限らず，介護予防事業に関する
先行研究では，性差を考慮したプログラムの必要性
が再三指摘されている（文献20）。最近の研究では，
孤食が鬱につながる可能性が報告されているが，特
に男性においてその傾向が強いとされる（文献21）。
仮設住宅においても，性差に着目し，性別にかかわ
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らずコミュニティ形成に参画していけるような運営
方法を検討することが必要である。
3.本調査の限界
本研究のインタビュー対象者の数は20名と限ら
れており，東日本大震災で被災した仮設住宅居住者
全体を代表するものではない。しかしながら，本調
査から浮かび上がってきた課題は，仮設住宅に共通
の内容を孕んでいると考える。
まとめ
本調査は，東日本大震災発生後3年目に相当する
時期にも仮設住宅での生活を続けている高齢者にイ
ンタビュー調査を実施分析することにより，仮設
住宅における生活状況全般に関わる課題を提示した
ものである。その課題の内容は，大震災発災直後，
避難所生活，仮設住宅入居後，公営住宅移転を見据
えた時期の各フェーズによって多岐に亘っていた。
いずれのフェーズにおいても，家族友人地域
との関係性の重要性が示唆されており，仮設住宅に
設置された集会所が仮設住宅における新たなコミュ
ニティを醸成する場となっていたことが示された。
自分から新しいコミュニティに入っていくのが難
しい状況にある場合，支援員やボランティアスタッ
フの果たす役割は特に重要であった。これらの仕組
みがより効果的かつ効率的になるよう発展させてい
くことが，支援を必要としている人の早期発見や早
期介入にがり，ひいては社会的孤立や自殺の抑止
に寄与し得ると考える。
・より良い復興（BuildBackBetter）・を実現し，
仮設住宅で生活する住民がアルマアタ宣言で謳わ
れている健康な生活（注6）を享受できるための知見
を，引き続き蓄積していく必要がある。
注
注1:「より良い復興（BuildBackBetter）」とは，自然
災害をグローバルな視点からとらえ直し，環境に配
慮し，社会の回復力（resilience）を促し，災害を
軽減する対策を盛り込み，持続可能なコミュニティ
を再生する試みである。
注2:本稿では，災害発生から仮設住宅入居までに過ごし
た場所を「避難所」と表現した。なお，平成25年6
月に改定される以前の災害対策基本法においては，
切迫した災害の危険から逃れるための指定緊急避難
場所と，避難生活を送るための指定避難所が必ずし
も明確に区別されていなかった。
注3:仮設住宅とは，災害救助法により，「住家が全壊し，
全焼し，又は流失し，居住する住家がない者であっ
て，自らの資力では住宅を得ることができない者を
収容するものとする」，とされている。民間賃貸住
宅の借り上げ（みなし仮設）や，日常生活上特別な
配慮を要する複数の者を収容する施設「福祉仮設住
宅」の設置を行うこともできる。災害発生の日から
20日以内に着工しなければならないとされ，供与
できる期間は当初2年以内とされていた。
注4:復興住宅（災害公営住宅）とは，自宅を失った被災
者が仮設住宅から移り住む恒久的な住まいのことで
ある。国の補助を受けた県や市町村が整備し，自力
で自宅を再建できないなど，住まいに困る人に安価
な家賃で貸し出すものである。
注5:日常生活動作移動（ActivityofDailyLife:ADL）
とは，日常生活における基本的行動を指す。基本的
ADLは主に食事，排泄，整容，移動，入浴などの
行動で，手段的ADLとは食事の準備や金銭管理な
どのより高度で複雑な活動を意味する。
注6:アルマアタ宣言（1978，WHO）では，・健康と
は身体的精神的社会的に完全に良好な状態であ
り，単に疾病のない状態や病弱でないことではない。
健康は基本的人権の一つであり，可能な限り高度な
健康水準を達成することは最も重要な世界全体の社
会目標である。・と述べられている。
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